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回 こ の事業実施の目的や波及効果についてお

尋ねします。

目 観 光交流人口の拡大や地域力 ・おもてなし

力の構築 ・醸成を目指し、美祢市の良さを発信

します。

具体的には、市内の特定地域内の指定個所

(チェックポイント)について地図を見ながら

効率よく回る競技 (ロゲイエング)で、美祢市

の良さを情報発信するものです。去る6月 10

日には、県内外から317名 が参加し、本事業が

実施されました。

回 市 の魅力について、学校教育ではどのよう

に指導され、また市民への働きかけについても

お尋ねします。

ロ カ ルスト台地秋吉台や秋芳洞などの洞穴、

また、弁天池、大岩郷などの自然や景観、さら

には日本最古の銅山跡、長登遺跡や無煙炭の採

鉱跡、明治維新につながった「大田 ・絵堂の戦

い跡」など歴史や文化 ・産業においても誇るベ

きものが数多くあります。また先人の活躍にも

誇るべきものがあります。

学校教育では、ふるさとを知り、郷土愛を育

むふるさと学習を推進 しています。小学校で

は「ふるさと美祢」の社会科副読本を学習資料

として活用しています。市民にも地元の良さを

しっかり認識いただき、市民一丸となって「お

もてなしのまちづくり」に参加していただきた

いと思います。

口l聖望黒堕柴控らぃて
回 高 齢者が農業をはじめ、地域の担い手とし

て活動をされていますが、この3月 に策定され

た 「高齢者保健福祉計画」では、高齢者の活動

支援をどのように考えておられるかお尋ねしま

す。

目 高 齢者が、住みなれた地域で安心して暮

らせることを基本目標に、生涯学習や生涯ス

ポーツの推進、社会参加や就労支援に市を挙げ

て取り組んでいます。5月末現在で高齢化率は

33.8%、3人 に 1人が高齢者という状況にあり

ます。高齢者が地域の諸行事に参加される支援

だけでなく、経済的な活動や生きがい対策の拡

充に向け対応してまいります。

団 農 業法人の支援策について今後の対応をお

尋ねします。

目 担 い手の確保、育成の観点から法人化支援

を考えています。県農林事務所や関係機関とも

連携し、法人設立の働きかけとその後の支援も

集落営農加速化事業と一体的に推進していきた

いと思います。

美祢市魅力再発見事業の
取り組みについて

鍾事し石 (秋芳剛



(新政会)

菖代 表 生麟員

1有
書 鳥 獣 対 策 室 の 役 書Jに つ いて

回 5月 1日 付けで新たに有書鳥獣対策室が設

置され人事異動がありましたが、その設置目的

や職員体制の内容についてお伺いします。

目 建 設経済部農林課内に室長以下5名 、各総

合支所建設経済課内に計7名 、合計 12名 の職

員で対策に当たります。

設置の目的は、1点 目に年々増加している鳥

獣被害に対処するため長期的な鳥獣被害防止

計画や行動マニュアルを策定し、被害を最小限

に抑えるべく、迅速な対応ときめ細やかな対策

を講じて行きたいと考えています。そのために

は、有害鳥獣対策室が窓口となり、被害農家、

猟友会、西部農業共済組合、美祢農林事務所と

の連携を密にし、情報の共有化を図るなど一体

的な体制を取る必要があります。

2点 目は、有害鳥獣による被害は、農作物の

みにとどまらず、人がサルに

襲われる被害やツキノワグマ

の目撃情報も寄せられるなど

人的被害にも対応できるよう

窓回の一本化を図ったところ

です。

圃 農 業従事者や猟友会組織

への補助金交付要綱の見直し

についてお伺いします。

目 猟 友会へは、美祢市有害

鳥獣捕獲奨励事業補助金制度

により、鳥獣種別ごとに補助

金を支給しています。支給額

は、毎年度の予算の範囲内と

なってお り、平成23年 度は

基準額の88%程 度でありましたが、今年度は

50万 円増額しており基準額に近い補助金の交

付ができるものと考えております。現時点では

単価等の見直しについては考えておりません

が、今後捕獲頭数の増加により基準額を大きく

下回るような状況が発生した場合には、検討し

てまいりたいと考えています。

□ 鳥 獣被書防止対策の広域連携についてお伺

いします。

目 有 害鳥獣は、行政境に関係なく移動し、被

害も広域的に発生しており、被害防止の基本で

ある捕獲対策、防護対策など市単独では効果が

低く、近隣市と一体となった広域的な対策、調

整等が必要と考えております。

山口県では、県下を三つの地域に分け、広域

の対策協議会の設置を進めており、まず県中央

部の山口、防府、萩阿武地域で6月 8日 に設立

されました。

美祢市が属する西部地域でも7月下旬までに

は設立される予定となっており、各市の被害防

止対策協議会や各農林事務所との連携が強化さ

れ、広域的な捕獲体制の構築や捕獲奨励金、防

護柵整備補助金等の均一化が図られるなどのメ

リットも大きく、より効果的な対策をもって鳥

獣被害の減少に努められると考えております。
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